
春日井市一時生活支援事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、生活困窮者自立支援法（平成25年法律第105号。以下「法」

という。）第３条第６項に規定する生活困窮者一時生活支援事業（以下「事業」

という。）について、生活困窮者自立支援法施行令（平成27年政令第40号）及

び生活困窮者自立支援法施行規則（平成27年厚生労働省令第16号）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 事業は、一定の住居を持たない生活困窮者に対し、一定の期間内に限り、

宿泊場所の提供、食事の提供その他日常生活を営むために必要となる物資の貸

与又は提供を行うことにより、安定した生活を営めるよう支援することを目的

とする。 

（実施主体） 

第３条 事業の実施主体は、春日井市とする。 

（対象者） 

第４条 事業の対象者は、次の各号のいずれかに該当し、市長が一時生活支援の

必要があると認めた、本市の区域内に起居する一定の住居を持たない生活困窮

者とする。 

⑴ 法に基づく生活困窮者自立相談支援事業による相談支援を申し込み、事業

を含めた支援の種類及び内容を記載した計画（以下「プラン」という。）を

作成したもの。ただし、緊急性が高い場合は、事業の利用期間中にプランを

作成することができる。 

 ⑵ 市長が、緊急性等を勘案し支援が必要と認めるもの 

（事業内容） 

第５条 事業の内容は、利用者の自立度によって、利用者に対し宿泊場所の提供、

食事の提供、日用品の貸与又は提供等必要な支援を行うものとする。 



（宿泊施設） 

第６条 宿泊場所とする施設は、前条のサービスを提供することのできる宿泊施

設のうち、事業への協力を表明したものの中から、市長が決定する。 

（利用手続） 

第７条 事業の利用を申請する者（以下「申請者」という。）は、一時生活支援事

業利用（変更）申請書（第１号様式）に次の書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、緊急時においては、提出書類等がない場合であっても本

人の意向の確認をもって利用申込があったものとし、後日、必要書類を提出す

るものとする。 

⑴ 資産収入申告書（第２号様式） 

⑵ 一時生活支援事業による宿泊施設利用上の留意事項（第３号様式） 

⑶ 本人確認書類の写し 

⑷ 申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の金融資産及び収入関係書類

の写し 

２ 市長は、前項の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、事業の利

用の可否を決定し、一時生活支援事業利用決定（変更）通知書（第４号様式）

又は一時生活支援事業利用却下通知書（第５号様式）により申請者に通知する

ものとする。 

３ 事業の利用決定事項を変更する場合は、一時生活支援事業利用（変更）申請

書に決定通知書の写しを添えて市長に提出しなければならない。 

４ 第２項の規定は、前項の申請について準用する。 

（宿泊期間） 

第８条 宿泊期間は、プランに基づく最小限度の宿泊数とし、最長14泊以内とす

る。ただし、特別の事情がある場合は、この限りでない。 

（宿泊の中止） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合には宿泊を中止することが

できる。 



⑴ 利用者が飲酒、暴力行為等により、宿泊施設に迷惑を及ぼした場合 

⑵ 利用者が宿泊施設の定める規則等を遵守しない場合 

⑶ 利用者が職員等の行う相談支援を受け入れない場合 

⑷ 利用決定後、虚偽の申請等不正な受給に該当することが明らかになった場                 

合 

⑸ 利用決定後、逮捕又は拘留された場合 

⑹ 利用決定後、利用者又は利用者と生計を一にする同居者が暴力団員と判明

した場合 

⑺ 利用者に生活保護の支給決定（医療単給を除く。）がされた場合 

⑻ 前各号に掲げるもののほか、市長が宿泊を中止する必要があると認めた場     

合 

２ 市長は、宿泊の中止を決定した場合は、一時生活支援事業利用中止通知書（第

６号様式）により利用者に通知するものとする。 

（食事の提供） 

第10条 第５条の規定により提供する食事は、１日３食を上限に、市が準備する

ものとする。ただし、利用者が別に食事を調達できる場合は、この限りでない。 

（日用品の貸与又は提供） 

第11条 第５条の規定により貸与又は提供する日用品は、必要な利用者に対し市

が準備するものとする。ただし、利用者が別に日用品を調達できる場合は、こ

の限りでない。 

（宿泊利用料の支払方法) 

第12条 宿泊利用料の支払方法は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 宿泊施設の管理者等は、利用者の宿泊期間終了後に宿泊提供実績報告書

（兼請求書）(第７号様式)を市長に提出するものとする。 

⑵ 市長は、前号による報告書を受理したときは、その内容を審査し、適正と

認めた場合は、宿泊施設の管理者等に宿泊利用料として利用者の宿泊費用を

支払うものとする。 



（雑 則） 

第13条 この要綱の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

この要綱は、令和２年７月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の春日井市一時生活支援事業実施要綱の規定に

基づいて調製されている用紙類は、改正後の春日井市一時生活支援事業実施要

綱の規定にかかわらず、当分の間、そのまま又は所要の訂正をして使用するこ

とがある。 



第１号様式（第７条関係） 

 

一時生活支援事業利用（変更）申請書 

 

上記の事項に相違なく、一時生活支援事業の利用（変更）を申請します。 

 

（宛先）春日井市長                         

   年   月   日 

                          

自署 申請者氏名              

ふりがな  

性 別 □ 男 □ 女 
氏  名  

電話番号  

生年月日         年    月    日（    歳） 

緊急連絡先 
氏名              （続柄       ） 

住所                  電話番号 

現在の生活の状況（仕事の状況等なるべく詳しく書いてください。） 

 

 

 

 

 

 

決定事項を変更する場合（変更事項、変更理由を詳しく書いてください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２号様式（第７条関係） 

資産収入申告書 

 

ふりがな  性別 □男性 □女性 

氏名  生年月日   年  月  日（   ）歳 

住所  

申
立
事
項 

 

 

申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の収入及び預貯金が次のとおりであること 

ふりがな     

合計 

氏 名     

続 柄     

性 別     

生年月日     

収入金額 

（月額） 
円 円 円 円 円 

預貯金等 

の金額 
円 円 円 円 円 

  ※申請（申込）日の属する月の収入が確実に推計できる場合はその額を、月により変動があるとき

は収入の確定している直近３か月間の平均収入を記載する。失業等給付、児童扶養手当等各種手当

も合算する。 

 

 

 一時生活支援事業の利用の申請を行うにあたり、私及び私と同一世帯に属する者の収

入及び資産の申立をします。なお、上記の申立事項に相違ないことを誓約します。 

 

 

（宛先）春日井市長 
 

 

                        年   月   日 
 

 

自署 申請者氏名              

 

 

 

 

 

※ 添付書類 収入関係書類の写し及び通帳等金融資産関係書類の写し 



第３号様式（第７条関係） 

 

一時生活支援事業による宿泊施設利用上の留意事項 

 

１ あなたが宿泊する施設（以下「宿泊施設」といいます。）は、民間のホテル等です。他の利

用客の迷惑にならないように留意し、春日井市及び宿泊施設の指示に従ってください。 

春日井市及び宿泊施設の指示に従わない場合のほか、次の場合には宿泊を中止させることが

あります。 

⑴ 飲酒、暴力行為等により、宿泊施設に迷惑を及ぼした場合 

⑵ 宿泊施設の定める規則等を遵守しない場合 

⑶ この留意事項に従わない場合のほか、春日井市が宿泊を中止する必要があると認めた場合 

 

２ 宿泊施設の利用方法について、次のことに留意してください。 

 ⑴ 外出する時は、宿泊施設に鍵を預け、行き先と帰る時間を伝えてください。 

⑵ 他の場所での外泊はできません。外出した場合は、予定の時間に必ず帰るようにしてくだ

さい。 

⑶ 宿泊施設の部屋に設置されている電話は利用できません。 

⑷ 故意又は過失により宿泊施設に損害を与えた場合は、あなたがその損害を賠償することに

なります。 

⑸ 春日井市が指定したサービス以外の利用により発生した料金は、あなたが支払うことにな

ります。 

 

 

以上に同意し、一時生活支援事業の利用を希望します。 

 

年  月  日 

 

（宛先）春日井市長 

 

住 所                     

 

氏 名                    

 



第４号様式（第７条関係） 

第   号 

      年  月  日 

 

 様 

 

春日井市長           印 

 

 

一時生活支援事業利用決定（変更）通知書 

 

年 月 日付けで申請された生活困窮者自立支援法（平成25年法律第105号）に基

づく一時生活支援事業の利用について、次のとおり決定（変更）しましたので通知しま

す。 

 

 

 

１ 氏   名  

２ 生 年 月 日  

３ 支 援 期 間   年  月  日～  月  日（  日間） 

４ 支 援 場 所 
 

（所在地：                    ） 

５ 特記事項等 

 

 

 



第５号様式（第７条関係） 

  第   号 

    年  月  日 

 

 様 

 

春日井市長           印 

 

 

一時生活支援事業利用却下通知書 

 

年 月 日付けで申請された生活困窮者自立支援法（平成25年法律第105号）に基

づく一時生活支援事業の利用について、次のとおり却下しましたので通知します。 

 

 

 

１ 却下理由   

 

 



第６号様式（第９条関係） 

  第   号 

    年  月  日 

 

        様 

 

春日井市長           印 

 

 

一時生活支援事業利用中止通知書 

 

年 月 日付けで支援提供を決定した生活困窮者自立支援法（平成25年法律第105

号）に基づく一時生活支援事業の利用について、次のとおり中止しますので通知しま

す。 

 

 

 

１ 利用中止日     年  月  日 

２ 中止理由   

 

 



第７号様式（第 12条関係) 

 

宿泊提供実績報告書（兼請求書） 

 

＜宿泊施設記載欄＞ 

  年  月  日 

 

 （宛先）春日井市長 

 

             住 所 

             名 称 

代 表 者          印 

 

  

     年  月  日に依頼のありました         様について 

次のとおり宿泊等の受入を行いましたので報告します。 

  なお、宿泊費用の支払いは、次により送金してください。 

 

１ 宿泊期間   年 月 日から   年 月 日まで  泊  日 

２ 宿泊施設名 

３ 宿泊費用の請求額      円×  泊＝      円 

４ 支払内容  宿泊費 

５ 宿泊費用振込先 

フ リ ガ ナ 
 

口座名義人  

金融機関名  

支 店 名  

口 座 種 別 普通 ・ 当座 

口 座 番 号  

＜備考欄＞ 

 

注）住所、名称、代表者名については、宿泊費用の請求を行う団体等名を記入してください。 


